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企業の消費者関連部門は、消費者と企業の信頼関係の要であり、消費者志向
経営を実現する使命を担っています。私たち消費者関連専門家会議（ACAP）
は、消費者志向事業者団体として、以下の理念に基づき行動します。

１９８０年１０月 (2012年より公益社団法人)

企業・団体等の消費者関連部門の責任者等で組織
正会員 ６４５名 (４９８社)
会員総数 ７７１名 (2024年1月現在)
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① 会員の資質向上

② 会員企業経営層との一層の共有

③ 消費者志向経営の輪の拡大

④ 消費者啓発活動

⑤ 優良な消費者志向活動の表彰

【ACAPにおける消費者志向経営の定義】

消費者志向経営とは、事業者が社会の一員
としてその責任を十分に理解し、消費者の
権利・利益を尊重し、消費者視点に基づい
た事業活動を行うとともに、持続可能な社
会に貢献する経営のあり方

消費者志向経営の推進のためのACAPの活動

ＡＣＡＰの概要と活動について

資料４



©2016ACAP All rights reserved 2
© 2020 ACAP Ａｌｌ rights reserved 無断転載・転用禁止 ©公益社団法人消費者関連専門家会議

2

１．社会・消費、コミュニケーションのデジタル化などへの対応 および ＡＩの活用

➢ コミュニケーションや情報伝達手段等の
多様化への対応

✔ 商品・サービスの適切な使用

✔ お客様･消費者の不満やお困り
ごとの解決➢ お客様･消費者の利用意向に配慮した対応

双方向の

コミュニケーション

「お客様・消費者の声」を活かす取り組み

➢ お客様・消費者の「不満やお困りごと」および「お褒めの言葉」等の全社での共有、改善策の検討

➢ 取り組みや改善結果を お客様・消費者にわかりやすくお伝えする工夫

「次期消費者基本計画における重点課題」に関する会員企業等の取組事例について

２．高齢化の進展への対応

⇒ 基盤となる社会的な仕組みや制度、機器などの
利用・理解を高めることも一層重要に

３．国際化への対応

➢ 高齢者が困られている要因に対応する取り組み

➢ 海外拠点における対応➢ 多言語対応の導入 など

４．持続可能な社会の実現に貢献する取り組み
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